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原料の一部品質不良の発生に伴う施工工事の不具合に係る保険収入を特別利益として計上したこと等から、

前回予想を上回る見込みとなりました。 

 

 

２． 配当予想の修正について 

 
年間配当金 

第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 合計 

前 回 予 想 

（平成 27 年 11 月９日発表） 

円 銭 

－ 

円 銭

25.00

円 銭

－

円 銭 

25.00 

円 銭

50.00

今 回 修 正 予 想 － 25.00 － 35.00 60.00

当 期 実 績 － 25.00 －

前 期 実 績 
（平成 26 年 12 月期） 

－ 25.00 － 25.00 50.00

 

修正の理由 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要事項の一つと認識し、経営基盤、財務体質強化に向けた内部留

保の確保に留意しつつ、財務状況及び連結業績等を総合的に勘案し、継続的に安定した配当を実施するこ

とを基本方針としております。 

平成 27 年 12 月期の期末配当金につきましては、上記業績予想の修正を踏まえ、当期純利益が予想を大

幅に上回る見込みであることから、株主の皆様への更なる利益還元を実施するため、前回予想から 10 円増

額し１株当たり 35 円に修正いたします。これにより、年間配当金は中間配当金（第２四半期末）25 円と

合わせて、１株当たり 60 円となる予定です。 

 

 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因により予想数値と異なる可能性があります。 

以 上 


